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１．はじめに 

建築物に対して建築基準法が要求する防火性能は、

生命の保護等の観点から必要とみなされる最低限の

水準に留められている。このため、同基準を遵守す

ることは、必ずしも大きな火災被害の発生防止を保

証するものではない。近年は、基準に適合した建築

物でも火災時の被害が大規模化し、長期間にわたり

使用できなくなったり、建て替えが必要となったり

する事例が散発している。こうした状況にあっては、

最低限の水準を上回る防火性能を確保することに対

する需要が一定程度存在するものと考えられる。し

かし、特に非住宅建築物については、性能表示制度

等の評価の枠組みが未整備のままとなっている。  

そこで本研究では非住宅建築物に着目し、火災被

害を受けた後の機能維持性能を定量的に評価する枠

組みについて検討する。 

 

２．機能維持性能 

 ここでは、供用期間中に建築物が提供する機能の

時間累計が、火災被害による低減を経ても、なお保

持されている割合を機能継続性能と定義する(図-1)。 

𝑅𝑅𝑅𝑅 𝑅 ∫ 𝐹𝐹𝐹𝐹(𝑡𝑡𝑡𝑡)
𝑡𝑡𝑡𝑡𝐿𝐿𝐿𝐿−𝑡𝑡𝑡𝑡0
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𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑    (1) 

ただし、𝐹𝐹𝐹𝐹(𝑑𝑑𝑑𝑑)は建築物の機能率、𝑑𝑑𝑑𝑑0は分析開始時点、

𝑑𝑑𝑑𝑑𝐿𝐿𝐿𝐿は分析終了期間である。機能率𝐹𝐹𝐹𝐹(𝑑𝑑𝑑𝑑)は、建築物全

体の状態を表す変数であるが、建築物内で発生する

火災は、建築物を構成する防火区画ごとに独立して

進展するものと考えられる。そこで、機能率を防火 

 

図-1 火災被害を受けた建築物の機能維持性能 

 

区画単位で評価することとし、次のように建築物全

体の機能率𝐹𝐹𝐹𝐹(𝑑𝑑𝑑𝑑)を計算する。 

𝐹𝐹𝐹𝐹(𝑑𝑑𝑑𝑑) = ∑ 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖∙𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑡𝑡𝑡𝑡)𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
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    (2a) 

𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖 = {
1             (𝑑𝑑𝑑𝑑 < 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖)

0 (𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 ≤ 𝑑𝑑𝑑𝑑 ≤ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖)
1       (𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖 < 𝑑𝑑𝑑𝑑)

   (2b) 

ここで、𝑁𝑁𝑁𝑁は建築物内の防火区画数、𝑖𝑖𝑖𝑖は防火区画の

識別子、𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖は当該防火区画の機能上の重要度に応じ

た重み付け係数（∑ 𝑤𝑤𝑤𝑤𝑖𝑖𝑖𝑖
𝑁𝑁𝑁𝑁
𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑁𝑁𝑁𝑁）、𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑑𝑑𝑑𝑑)は防火区画𝑖𝑖𝑖𝑖の

機能率、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は火災発生時点、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖は復旧期間である。 

ところで建築物は、火災加熱に対する耐性が異な

る様々な部材で構成されている。同じ防火区画内で

あっても、被害の程度や、被害を受けた場合の復旧

作業の工程は部材により大きく異なることから、建

築物を構成する部材を、構造部材𝑆𝑆𝑆𝑆、非構造部材𝑁𝑁𝑁𝑁𝑆𝑆𝑆𝑆、

設備𝐸𝐸𝐸𝐸、収納物𝐹𝐹𝐹𝐹に分類する。防火区画が使用可能な

状態となるには、これら全ての部材の復旧が前提と
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なることから、防火区画𝑖𝑖𝑖𝑖の復旧期間𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖は、 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚{∑ 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑥𝑥𝑥𝑥 , 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅} (𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 𝑁𝑁𝑁𝑁𝑆𝑆𝑆𝑆, 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 𝐸𝐸𝐸𝐸)  
(3) 

ここで、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は防火区画𝑖𝑖𝑖𝑖を構成する部材𝑚𝑚𝑚𝑚（𝑚𝑚𝑚𝑚 =

𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆 𝑁𝑁𝑁𝑁𝑆𝑆𝑆𝑆, 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐸 𝐸𝐸𝐸𝐸）の復旧期間であるが、簡単のため、各部

材の復旧作業は同時並行的に進められず、いずれか

の作業が終了した段階で次の作業に取り掛かること

できるものと仮定している。また、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟(𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅は防火区

画𝑖𝑖𝑖𝑖が稼働するための前提となる他の防火区画が復

旧するまでに要する時間である。 

防火区画の復旧期間𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖の評価には、建築物内で

どのような火災が発生するのかを把握した上で、ど

の範囲に対して、どの程度の被害が及ぶのかを評価

する必要がある。ただし、各種不確実要因の影響に

より、防火区画内で発生する火災の性状は一意に定

められないことから、ここでは次のような確率的な

考え方を採用して𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖を求める。 

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟,𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥) = ∫ 𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐷𝐷𝐷𝐷𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥)) ∙ 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑥𝑥)|𝑑𝑑𝑑𝑑𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖
∗ ) ∙ 𝑝𝑝𝑝𝑝𝑝𝑑𝑑𝑑𝑑𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖,𝑖𝑖𝑖𝑖

∗ ) 𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖
∗

𝑡𝑡𝑡𝑡
 

     (4) 

ここで、𝑑𝑑𝑑𝑑𝑓𝑓𝑓𝑓𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑟𝑟𝑟𝑟
∗ は等価火災継続時間、𝐷𝐷𝐷𝐷は火災による被

害率、𝑑𝑑𝑑𝑑(𝐷𝐷𝐷𝐷)は被害程度が𝐷𝐷𝐷𝐷であった場合の復旧期間

を表している。 

 

３．ケーススタディ 

上記手法の特徴を整理するため、図-2に示す鉄骨

造、3階建て、延床面積3,432 m2の事務所建築物を対

象とするケーススタディを行った。ここでは、表に

示す3項目（耐火時間𝑑𝑑𝑑𝑑𝑅𝑅𝑅𝑅（RS）、スプリンクラー設備

の設置（SP）、室Dの区画化（C））に着目し、これ

らの対策の組み合わせに応じた機能継続性能の変化

を調べた。ただし、機能継続性能を求める際に必要

となる分析期間𝑑𝑑𝑑𝑑𝐿𝐿𝐿𝐿 − 𝑑𝑑𝑑𝑑0は出火後1年間に固定した。ま

た、簡単のため、火災後にいずれかの防火区画で復

旧作業が行われている場合には、建築物全体が使用

不能な状態にあるものとした。  

計算結果を図-3に示す。基本となる条件Oは、主要

構造部の耐火時間𝑑𝑑𝑑𝑑𝑅𝑅𝑅𝑅が60分、スプリンクラー設備な

し、室Dの区画化なしの条件である。この時、復旧期

間𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟は82.6日、機能継続性能は0.774となった。これ

に対し、3項目のいずれかを改善した条件RS，C，SP

では、復旧期間𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟が49.4～70.3日（条件Oに対する

低減率は14.9～40.2%）に、機能継続性能は0.807～

0.865（条件Oに対する増加率は4.3～11.8%）となっ

た。複数の項目を改善した条件のうち、機能継続性

能が最も改善した条件はRS+C+SPであり、復旧期間

𝑑𝑑𝑑𝑑𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟𝑟は29.9日（低減率63.8%）、機能継続性能は0.918

（増加率18.6%）となった。 

 

 

図-2 対象建築物の基準階平面図 

 

表 計算条件 

条件 項目 基本案(O) 改良案 

RS 
耐火時間 
𝑑𝑑𝑑𝑑𝑅𝑅𝑅𝑅 

主要構造部 60 min 90 min 

外窓 20 min 

SP スプリンクラー設備 なし あり 

C 室Dの防火区画分割数 1 2 

 

 

図-3 復旧期間と機能継続性能の計算結果 

 

４．まとめ 

機能継続上は、特に、設備𝐸𝐸𝐸𝐸や収納物𝐹𝐹𝐹𝐹の被害の影

響が大きいと考えられることから、今後、適切な評

価を行えるように検討を進める。 
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